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はじめに 
 

なぜ、日本だけがデフレという悪循環に陥ったのか。 

 鍵は名目の賃金水準の動向にある。第二次大戦後、諸外国がデフレに陥らなかった理

由は、金融政策を含むマクロ経済政策がその役割を果たしたことに加えて、名目賃金が

上昇し続けたことが考えられる。しかし、日本では、1990 年代末頃から名目賃金は低

下傾向にあり、デフレ・ストッパーの役割をもつ名目賃金の「下方硬直性」が失われた。

このことがデフレの大きな要因になってきたと考えられる。 

 この間、正規雇用から非正規雇用への転換が大きく進んだことも、名目賃金の低下を

更に加速化した要因となった。 

 国際比較をみても、他の先進国では名目賃金は物価よりも高い率で上昇している。日

本だけ、物価の下落率以上に賃金が下がっている姿は異常である。戦後、一国だけが長

期にデフレになったことは極めて特異な現象であった。 

問題の発端は、1990 年代初頭のバブル崩壊にさかのぼる。バブル崩壊直後、日本企

業は、債務、設備、雇用の「３つの過剰」を抱え、その解消が大きな課題であった。そ

の頃から新興国の成長が始まり、日本経済は厳しい国際競争にさらされ、加えて 90 年

代末には金融危機が起こった。 

 こうした中で、日本企業は２つのことを追求してきた。 

 第１に、国際競争力の維持のため、賃金の抑制も含めたコストカットの実施。 

 第２に、内部留保の蓄積。バブル崩壊後、過剰雇用や過剰債務を抱えていた日本企業

は、1990 年代後半の金融危機を契機に、その後 2000 年代半ばにかけて、内部留保を蓄

積して資本を厚くするとともに、債務を圧縮し、財務体質を強化。 

 その結果、企業の利益剰余金は 300 兆円を超える水準となる一方、賃金は低下した。

今日、日本経済で最大の貯蓄超過部門は企業部門である。家計部門の貯蓄超過に対して、

企業部門は投資超過になるという姿こそが資本主義経済にとって「健全な」姿である。

現状は決して正常とは言えない。 

各企業から見ればコスト削減という極めて合理的な行動が、消費や投資の減少や人的

資本蓄積の停滞といった「合成の誤謬」を引き起こし、マクロ経済全体からみるとデフ

レという悪循環を引き起こしてきた。 

さらに、デフレマインドが形成される中で、アニマル・スピリットが失われ、次世代

の新しい需要を創出するプロダクト・イノベーションが欠落してきたところに日本経済

の根本問題があるのではないか。 

 こうした問題意識をもとに本専門チームでは、日本経済はなぜデフレから脱却できな

かったのかについて考察するとともに、デフレから脱却し、好循環を実現するための道

筋、そのために何が必要なのかについて検討を行った1。 

本報告では、今後求められる対応策として、以下を提起する。 

                                                  
1 本専門チームでは、デフレ脱却とその後の持続的な経済成長に向けて、企業収益の増加が、雇用拡大、

賃金上昇、消費増加という好循環につながるメカニズムの解明と好循環の実現に向けた課題の検討を行っ

たものであり、金融政策は所与のものとして議論を行った。 
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①  デフレ脱却のためには、これまでに例をみない「逆所得政策」も活用しつつ、「賃

金の上昇」を実現することが重要である。賃金上昇が需要を増やし、更なる企業収

益改善につながるという好循環を実現するために必要との共通認識を醸成し、早期

にデフレマインドと悪循環から脱出すべきである。 

② 好循環を持続的な成長につなげていくためには、生産性を向上させることが不可欠

である。その際、生産性の上昇を価格引下げで吸収するのではなく、新分野の開拓や、

プロダクト・イノベーションを通じて付加価値を高め、単価を引き上げながら需要を

創出することが重要である。一方、政府は成長戦略の実現を通じて、イノベーション

を活性化する環境を整備し、企業による人的投資や知的資本の拡大を促す必要がある。 

③ 非正規雇用労働者の拡大は、人的資本蓄積の停滞を通じて、長期的にみて生産性と

イノベーションの低下、ひいては中長期的な成長力の低迷につながるおそれがある。

正規雇用の受け皿を拡大するため、多様な正社員の形態を職場のニーズに応じて普及

するとともに、非正規雇用労働者の能力開発の推進や能力に応じた適切な処遇など、

処遇改善に向けた取組が必要である。さらに、生産性の高い分野に人材を失業なく労

働移動させることが重要である。 

 

経済の好循環を起動させ、日本経済を本来あるべき姿に速やかに戻し、アニマル・ス

ピリットが存分に発揮される力強い経済社会が実現できるよう、本報告の提起が広く国

民的な議論の素材となることを期待したい。 
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第１章 負の循環 

1990 年代以降、バブル崩壊後の低成長が続く中で、国内市場の成長期待が低下し、

アジア諸国等の新興国との価格競争も激化しはじめた。さらに、1997 年のアジア通貨

危機やその後相次ぐ金融機関の破綻などを経験する中で、日本企業は、収益の低下等の

リスクに対応するため、過剰債務、過剰設備、過剰雇用の解消に向けて資産と負債を圧

縮し、「水ぶくれ体質から筋肉質の経営へ」と転換を図った。 

その後も、製造工程の効率化や新興市場への海外生産移転などによりコストを下げて

収益を生み出す一方で、金融リスクや景気の変動に対応するため、財務面では負債を圧

縮し内部留保を蓄積することにより自己資本を増加させ、設備投資をキャッシュフロー

の範囲内に抑制してきた。 

さらに、雇用については、非正規雇用労働者を増加させ、賃金についてはベースアッ

プよりもボーナスを中心にした報酬で対応し、人件費負担の軽減と固定費の削減に取り

組んできた。その過程で、賃金決定における年功的な要素が希薄になるとともに、労働

組合も賃上げよりも雇用の維持を優先し、春闘等によるベアの上昇によって賃金を底上

げするという従来の構図は失われた。 

この結果、経済全体としてみると、家計部門の貯蓄が減少する一方、企業部門の貯蓄

投資バランスは 1998 年以降黒字が続き、設備投資は減価償却を下回り、名目雇用者報

酬は減少してきた。そして、1990 年代後半以降、我が国においても米欧と同じく労働

生産性は上昇したにもかかわらず、日本では物価下落以上に名目賃金が低下する状況が

続いてきた。 

このようにデフレ経済の下で労使がとった「合理的」行動は、日本経済全体としてみ

ると「合成の誤謬」2により、短期的には消費や投資の減少、産業空洞化を通じた内需

縮小を招くとともに、中長期的には生産性の低下を通じて成長力の低迷やグローバル競

争力の低下という結果をもたらし、さらにそれがデフレを助長するという悪循環を招く

ことで、日本経済は縮小均衡に陥ってしまった。 

 

１．1990 年代後半以降の企業行動の変化 

「水ぶくれ体質から筋肉質の経営」へと転換したことにより、日本の多くの企業はリ

ーマンショックなど大きな景気の変動を乗り切る経営体質を強化した。そのような個別

の企業の合理的な行動が経済全体に与えてきた影響について、本節では、1990 年代後

半以降の経済指標の動きをみる。具体的には、企業財務における純資産・設備投資・人

件費のバランスの変化、設備投資の減少、賃金の減少の背景、その結果としての企業部

門の貯蓄投資バランスについて概観する。 

 

①純資産の増加 

1990 年代後半以降、企業は負債を圧縮し、純資産の増加に取り組んできた。企業（法

                                                  
2 「合成の誤謬」とは、個別主体は合理的に行動しているにもかかわらず、それらが全体としてマクロ経

済に問題を生み出してしまう事を指す。 
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人企業統計ベース、金融保険業を除く全産業）のバランスシートの推移をみると、1998

年から 2012 年にかけて負債が約 160 兆円減少しているのに対し、純資産は約 285 兆円

増加している（図表２）。自己資本比率（金融保険業を除く全産業）は、高度成長期に

は低下していたが、1970 年代半ばから 80 年代にかけて上昇し、90 年代には 19％台で

ほぼ一定で推移していたものの、1999 年以降再び上昇傾向に転じ、欧米企業と比べて

遜色ない水準まで上昇している3（図表３）。資本金 10 億円以上の企業（金融保険業を

除く全産業）についてみると、2012 年度には 42.7％になっている。 

こうした純資産の増加に伴い、企業は通常ならば借り入れによるところを内部留保

（ボックス１）によって設備投資を行ってきたと考えられる。 

 

【ボックス１：内部留保とは】 

狭義には、利益分配後に内部に留保された利益留保を指す概念であり、バランスシー

トの純資産項目の利益剰余金を指す（利益剰余金のうち利益準備金は、株主への配当を

した際に積み立てが義務づけられる法定準備金である）。税法上、法人税等の課税対象

となる所得とは、（税引前）当期純利益を指すと解されることから、内部留保はすでに

課税されたものである。 

設備投資や人件費に活用可能な資金を議論する際には、バランスシート上資産項目に

計上される「現金・預金」を把握することが考えられる。「現金・預金」は、近年増加

傾向にあるが（図表２）、つなぎ資金として用いられる場合や「現金・預金」の源泉が

借入による場合がある点も踏まえる必要がある。 

 

②設備投資の減少 

設備投資の動向をみると、企業収益が回復した 2002 年以降においても、大きくは増

加しておらず、2000 年代以降、減価償却を下回っている（図表４）。 

1990 年代前半から金融危機の直後にかけては、地価の低迷に伴う担保価値の低下の

ため、企業は借入れによる設備投資資金の調達が困難になっていた可能性もある。さら

に、1990 年代後半以降は、過剰設備を抱えるもとで、将来の国内市場の成長期待の低

下やアジア諸国等の新興国製品との競争激化などから、期待収益率が低下してきたこと

が考えられる。名目成長率がデフレにより低迷するもとでは、将来の需要や収益に対す

る企業の見通しは不透明となり、固定費となる設備を過剰に抱えることを回避するため

に、企業は設備投資に慎重になったとみられる。 

 

③人件費の減少 

人件費の動向をみると、名目雇用者報酬は 98 年度以降減少傾向にあり、2012 年度は

244.7 兆円と、ピークの 1997 年度（279.0 兆円）に比べて 34.3 兆円、年率平均 0.9％

                                                  
3 こうした過程で、企業は設備投資と人件費を抑えており、1990 年代後半以降の純資産、設備投資、人件

費の推移をみると、純資産が増加する一方で、設備投資と人件費は減少する局面が増えている（脇田委員

提出資料（平成 25 年 10 月 4 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 2回会合））。 
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減少している4（図表５）。この減少を、労働投入量（＝労働時間数×雇用者数）と賃金

に分けてみると、前者の寄与が３分の１程度であり、賃金低下の寄与が大きい5。 

名目賃金の動向を現金給与総額（調査産業計、30 人以上）で詳細にみると、1998 年

度以降低下傾向となり、2012年度までの15年間に年率0.8％で減少している（図表６）。

最も大きい要因は、非正規雇用労働者の増大である（ボックス２）。非正規雇用労働者

の名目賃金は正規雇用労働者よりも低いことから、非正規雇用労働者の増大により、全

就業者平均の名目賃金水準が押し下げられる。これを非正規雇用労働者の多くを占める

パート労働者の比率の増加という形で示したのが図表７である6。ただし、一般労働者

にも非正規雇用労働者は含まれており、非正規雇用労働者の増加は一般労働者の賃金を

抑えるようにも作用している。1990 年代後半以降の一般労働者の所定内給与の推移を

みると、2001 年までは増加していたが、その後、緩やかに減少しており、2012 年は 1997

年とほぼ同水準となっている7（図表８）。また、特別給与も 1990 年代後半以降減少傾

向にあり、2012 年は 1997 年に比べて 25％減少している8。 

このような人件費圧縮の強まりは、企業業績の雇用への波及の仕方にも影響を与えて

いる。売上高が増加したときの雇用への影響をＶＡＲ分析9でみると、1990 年代までは、

売上高の増加の雇用への影響はほとんど見られないが、2000 年以降は、雇用への影響

が強まっている（図表 10、11）。特に 2000 年代前半にかけて非正規雇用の比率の上昇

が続いたことと併せると、雇用が企業業績の変動に対する調整手段となる傾向が強まっ

たと解釈できる1011。 

 

【ボックス２：非正規雇用労働者の定義】 

以下の通り、調査によって非正規雇用労働者の定義に違いがあるので留意が必要。 

・総務省の「労働力調査」と「就業構造基本調査」では、 

「非正規の職員・従業員」…勤め先での呼称により区分された「正規の職員・従業員」、

「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員」、「嘱託」、

                                                  
4 人件費負担軽減の結果、名目家計消費支出は 2012 年度に 282.8 兆円と、1997 年の 283.2 兆円に比べて若

干減少、名目ＧＤＰは民間設備投資など他の需要項目の減少を受ける形で、1997 年度から 2012 年度まで

に 46.7 兆円減少している。 
5 ＳＮＡで詳細な情報が得られる 2011 年度までの変化で見ると、雇用者報酬が年率▲0.9％、労働投入量

の変化が同▲0.3％であり、一人当たり雇用者報酬の変化は同▲0.6％である。 
6 2013 年 4-6 月期の一般・パートそれぞれの定期給与は増加しているものの、定期給与全体では前年同期

比 0.37％減少しており、そのうち、パート比率が上昇したことによる押し下げ効果（寄与度）は 0.51％ポ

イントとなっている。 
7 春季賃上げ率は 1990 年代の低下傾向のあと、2000 年代以降 1％台（定昇程度）で推移している（図表 9）。 
8 所定内給与は、家計にとって恒常的な収入の増加と考えられることから、恒常的な消費支出の拡大につ

ながりやすいとみられる。一方、特別給与は一時的な収入の増加と考えられることから、一時的に消費を

拡大する効果はあるものの、恒常的な消費支出の拡大にはつながりにくいとみられる。 
9 複数の経済変数をそれらの過去の値に回帰した時系列モデルのことを、多変量自己回帰（vector 

autoregressive）モデル、略して VAR モデルという。VAR モデルを用いることにより、一定の仮定の下で、

経済変数に加わる様々なショックを識別することができる。それらのショックが経済変数に与える影響の

時間的推移をインパルス応答という（図表 10 及び 11 参照）。 
10 照山委員提出資料（平成 25 年 10 月 4 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 2回会合）。 
11 なお、上場企業が人件費を抑制した要因として、①企業が直面する不確実性の増大、②（賃金の）「世間

相場」の低下、③株主からのガバナンスの強まり、④海外生産・オフショアリング（中間投入財の海外調

達）の拡大を指摘する分析結果もある（川本・篠崎，2009） 
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「その他」のうち、「正規の職員・従業員」以外。 

・厚生労働省の「毎月勤労統計調査」では、 

常用労働者…①期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇われている者、

②日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている者のうち、調査期間の前２か月に

それぞれ 18 日以上雇い入れられた者のいずれかに該当する者。 

パートタイム労働者…常用労働者のうち、①１日の所定労働時間が一般の労働者より

短い者、②１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の

労働者より短い者のいずれかに該当する者。 

一般労働者…常用労働者のうち、パートタイム以外の者。 

・厚生労働省の「賃金構造基本調査」では、 

「正社員・正職員」…事業所で正社員、正職員と称される者 

「正社員・正職員以外」…「正社員・正職員」に該当しない者。 

・厚生労働省の「能力開発基本調査」では、 

常用労働者…①期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇われている者、

②臨時又は日雇労働者で、調査日前の２か月の各月にそれぞれ 18 日以上雇われた者

のどちらかに該当する労働者。 

「正社員以外」…常用労働者のうち、「嘱託」、「契約社員」、「パートタイム労働者」

又はそれに近い名称で呼ばれている人など。派遣労働者及び請負労働者は含まない。

 

④企業の貯蓄投資バランスの黒字化 

①から③で述べたような企業行動の変化の結果、1998 年以降、非金融法人企業部門

の貯蓄投資バランスの黒字が続いている（図表 12）。米国やユーロ圏では、非金融法人

企業部門の貯蓄投資バランスは黒字化する年があっても、数年で赤字に戻っている。ま

た、黒字幅は日本に比べて小幅にとどまっており、我が国のように、非金融法人企業部

門の大幅な黒字が長年続く状況にはなっていない。 

 

２．名目賃金の減少によるデフレ 

日米欧のうち、我が国のみがデフレに陥っていることと、デフレが継続している背景

を概観する。 

 

①労働生産性・賃金・物価の動向 

名目賃金が物価と同じペースで上昇すれば、実質賃金12は変わらない。また、労働生

産性の上昇に伴い実質賃金が上昇すると、その分名目賃金が押し上げられる。このよう

にして名目賃金上昇率が物価上昇率を上回ることが、デフレではない多くの先進国経済

の姿であり、かつての日本経済の姿であった。しかし、1990 年代後半以降、そうした

姿が崩れており、これが日本だけがデフレに陥っている要因の一つと考えられる。1990

                                                  
12 賃金を実質化する際には、家計と企業で実質賃金のとらえ方が異なる点に留意する必要がある。家計に

とっての賃金は購買力であり、商品等の購入価格が上昇（下落）すれば、購買力が下がる（上がる）こと

から、名目賃金を消費者物価などでデフレートしたものが実質賃金となる。一方、企業にとっての賃金は

コストであり、製品等の販売価格が上昇（下落）すれば負担が下がる（上がる）ことから、名目賃金を製

品価格でデフレートしたものを実質賃金とすることが望ましい。 
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年代後半以降の労働生産性と賃金、物価の推移を日米欧で比較すると、次のようになっ

ている。 

 

(ⅰ)労働生産性（実質 GDP÷雇用者数） 

日米欧の全てで上昇しており、1997 年～2012 年の日本の労働生産性の上昇率は年

率 1.0％である。これは、同期間における米国の労働生産性の上昇率（年率 1.8％）

を下回っているものの、ユーロ圏の労働生産性の上昇率（年率 0.8％）を上回って

いる（図表 13 下図）。 

 

(ⅱ)名目賃金（雇用者一人あたり雇用者報酬）と物価（民間消費デフレーター） 

日本だけが下落している。欧米では物価上昇率よりも名目賃金上昇率の方が高い

のに対し、日本では物価の下落率よりも名目賃金の下落が大きくなっている（図表

13 上図及び下図）。 

米国とユーロ圏をみると、物価が 1997 年～2012 年に年率２％程度で上昇する一

方、名目賃金は、米国では年率 3.8％、ユーロ圏では年率 2.5％上昇している。一方、

同期間の日本では、物価が年率 0.9％で下落、名目賃金は年率 1.1％下落している（図

表 13 下図）。 

 

このように、欧米では、労働生産性の上昇に伴って、実質賃金が上昇しているのに対

し、日本だけは、労働生産性が上昇する下で 10 年以上にわたって実質賃金が低下して

いる。 

理由として、高い水準となった労働分配率の調整という側面も考えられる（第２章１．

参照）。しかし、その他に日本の労働市場の特性も指摘できる。すなわち、日本では正

規雇用労働者については企業ごとの労使交渉であるため、外部労働市場との賃金の連動

性が乏しいために賃金下落への歯止めが効きにくい可能性がある。これに対し、米国で

は専門性の高い人材を中心とした労働市場が発達しており、好況期には賃金を引き上げ

なければ生産性の高い労働者を企業に引き止められず、賃金の高い職場に生産性の高い

人材が移ることで、生産性に見合った形で賃金上昇が実現する構図となっている。一方、

欧州では、企業横断的な職種別・職能別の労働組合において、賃金交渉が強力に推進さ

れており、そのもとで、国あるいは地域全体における賃金水準のあり方も議論されつつ、

労使自治によって賃金を引き上げる仕組みが機能している13。 

また、日本の企業は、新興国製品との競争が激化する中で、主として製造工程の効率

化などのプロセス・イノベーションや海外生産を通じた価格引下げによって競争力を保

持しようとしたのに対し、米国では、新規事業の創造などで収益性を高め、欧州では、

製品のブランドを作り上げることで、高価格を維持してきたことも挙げられる。  

実際、我が国の製造業の付加価値生産性と物的生産性の推移をみると、2000 年代に

                                                  
13山田久株式会社日本総合研究所調査部長（以下、山田氏と省略）の指摘（平成 25 年 9月 24 日開催経済の

好循環実現検討専門チーム第 1回会合）。 
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は、付加価値生産性の上昇率が物的生産性の上昇率を下回っている14（図表 14）。 

 

②物価下落と円高の悪循環 

物価下落と円高の悪循環がデフレを継続させる要因となったと考えられる。購買力平

価が成立すると考えると、日本一国だけがデフレに陥っている状況下では、日本の物価

が下落する一方で、海外の物価は上昇していることから、為替相場には円高圧力がかか

る。円高の継続は、大企業製造業をはじめとする輸出企業の収益力を低下させ産業空洞

化をもたらすとともに、人件費などのコスト削減や下請け企業などへのコストダウン要

請につながる15。 

 

３．非正規雇用労働者の増大 

 金融面のリスクや景気の変動への対応の一環として、人件費における固定費の削減が

企業経営の大きな課題となる中、非正規雇用の拡大と長期化が進行してきた。 

すべての労働者が必ずしも正規雇用である必要はない。しかし、行き過ぎた非正規雇

用の拡大は、短期的には企業の固定費負担の軽減を通じて収益力を改善させるものの、

日本経済全体としてみると、①平均賃金の低下自体がデフレの一因となり、②将来の見

通しが立ちにくいことから消費が抑制され、デフレを悪化させる、③成果にかかわらず

報酬が低い水準に固定されることによりイノベーションを起こすためのモチベーショ

ンを低下させる、④教育訓練が不十分となり、中長期的には技能の継承や人的資本の蓄

積を滞らせるという経済的な問題がある。 

さらに、主たる生計の担い手でありながら不本意にも非正規雇用に甘んじている労働

者16が増えることにより、社会的にも不公平感が高まったり、有配偶比率が下がり少子

化の一因となるという社会的な問題がある。 

これらのことは、中長期的に日本経済の潜在成長力を低下させるばかりでなく、社会

全体にとっても問題である。 

 

①非正規雇用の増大・長期化 

非正規雇用労働者数は増加傾向を続け、2012 年には労働者の 35.2％（1813 万人）に

達し、過去最高の水準となっている（図表 15）。 

常用雇用の非正規雇用労働者は、2002 年以降、臨時・日雇が約 750 万人と横ばいで

推移しているのに対して、2002 年から 2012 年までの 10 年間で 693 万人から 1028 万人

に増加している（図表 16）。また、現在就業している会社で５年以上継続して就業して

いる非正規雇用労働者の割合は、1992 年では 34.7％であったが、2012 年には 41.7％と

なっており、非正規雇用が長期化している（図表 17）。 

                                                  
14 山田氏提出資料（平成 25 年 9月 24 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 1回会合）。図表 14 では、

生産量を雇用者数で割ったものを物的生産性、付加価値額（法人企業統計）を雇用者数で割ったものを付

加価値生産性としている。 
15 山田氏の指摘（平成 25 年 9 月 24 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 1回会合）。 
16 不本意な非正規雇用労働者とは、正社員として働ける機会がなかったために非正規雇用で働いている者。 
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②正規・非正規の賃金格差 

一般労働者の賃金をみると、正規と非正規で格差がみられる。一般労働者のうち、正

社員・正職員の賃金が 20～24 歳の月額 20 万円から 50～54 歳の月額 40 万円へと上昇す

るのに対し、正社員・正職員以外の賃金は、20～24 歳の月額 17 万円からほとんど上昇

せず、横ばいとなっている（図表 18）。 

非正規雇用の長期化が進行しているため、非正規雇用労働者は、継続的な経済的自立

が困難な状況になっている。 

 

③生産性向上や創意工夫のインセンティブの欠如 

非正規雇用労働者は賃金が低いばかりでなく、正規雇用労働者と比べると、成果にか

かわらず報酬や処遇が変わらない傾向が強い（図表 18）。このため労働者の創意工夫や

生産性を高めるインセンティブが働きにくい。 

これは、中長期的に日本企業の生産性向上やイノベーションへの原動力を弱めること

になる。そして、このような形態の非正規雇用労働者が増えることは、経済全体でみて

も中長期的に日本のイノベーションの力を落としていくことになる。 

 

④技能継承の停滞、人的資本蓄積の停滞 

民間企業における教育訓練費の推移をみると、1980 年代では一貫して上昇していた

が、1990 年代初めに低下した後、そこから横ばいで推移しており上昇が見られない（図

表 19）。デフレが続くと期待収益率が低下するため、将来に向けた人的投資等が増大せ

ず、キャリアアップが進まないという懸念がある。 

特に、非正規雇用労働者は、長期的な人的投資を回収できる可能性が低いことから、

教育訓練を受ける機会が乏しくなるため人的資本蓄積が進まない（内閣府,2013）。 

実際、OJT や OFF-JT を実施した事業所の割合をみると、正社員以外への実施は正社

員への実施の半分程度にとどまっており、特に企業規模が小さい事業所の正社員以外へ

の労働者に対する教育訓練の機会が少なくなっている（図表 19）。 

このことは、技能の伝承や人的資本蓄積の停滞を通じて、中長期的な企業の成長や日

本経済の成長にマイナスの影響を与えると考えられる。 

 

⑤不本意非正規の問題 

大多数の非正規雇用労働者は、「自分の都合の良い時間に働くことができる」など、

賃金ではなく、労働条件など非金銭的な側面に効用を感じ、自主的に非正規雇用を選択

している（図表 20）。 

しかし、1999 年から 2010 年にかけて「正社員として働ける機会がなかったために非

正規雇用で働いている」と答えた者（不本意非正規）の割合が、男女ともに増加してい

る（図表 21）。また、非正規雇用の労働者のうち「正社員になりたい者」の割合は、特

に派遣労働者と契約社員を中心に増加している（図表 22）。派遣労働者や契約社員は、

主たる生計維持者である場合が多く、20 歳代後半から 40 歳代前半の子育て世代での割
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合が高い（図表 23）。 

なお、契約社員と派遣社員の不本意非正規の人数は、産業別では製造業、卸売業・小

売業で多く、職種別では事務従事者と生産工程従事者が多い（図表 24）。製造工程や事

務系一般職などで正規雇用労働者と同様の作業に従事する派遣労働者や、就職や転職が

希望通りにいかず、キャリア形成の展望が開けていないまま契約社員となっている労働

者が多いことが示されている。 
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第２章 好循環の起動 

政府が三本の矢によりデフレ脱却と経済再生を図り、経済の好循環を実現するために

は、賃金を引き上げていくことが鍵になる。 

しかし、企業行動がデフレマインドで消極化している現状では、企業収益の増加が賃

金上昇につながるまでタイムラグがある。したがって、これを短縮し、消費者でもある

労働者の実質所得を増加させていく道筋を構築していく必要がある。 

改めて言うまでもなく、資本主義経済において賃金は市場の需給調整あるいは労使間

の個別の交渉を通じて決定するものである。しかし、政府が中心となって政労使の場を

設定し、経済の好循環実現に向けた現状と課題について認識を共有し、それぞれが必要

な対応をとることには大きな意味がある。そして、その成果を、中小企業をはじめ経済

全体に波及させていくことが重要である。 

 

１．賃金上昇による好循環の実現 

 デフレ脱却・経済再生に向けて経済状況が改善する中で、市場の実勢を先取りしなが

ら賃金を引上げて行くことが必要である。政府としては、政労使の場の設定や税制等に

よって、そのような環境を整備していくことが効果的である。 

 

（１）賃金上昇による好循環の起動 

①労働分配率からみた賃金水準 

先に述べた通り、90 年代後半以降、日本は欧米と異なり、労働生産性が上昇してい

るにもかかわらず、名目賃金は物価の下落率以上に下落し、実質賃金の低下が生じてき

た。これは、長期的にみると 90 年代半ばに高い水準に達していた労働分配率を低下さ

せる調整過程としてみることもできる。 

すなわち、1990 年代前半には不況の中で、労働生産性が低下しながらも実質賃金が

上昇したため、労働分配率は上昇した。しかし、1990 年代後半以降の労働生産性の上

昇率を下回る実質賃金の上昇率の継続により、労働分配率は、過去の平均並みまで低下

した。（これと反対に企業は内部留保を増加させ、自己資本比率を上昇させてきた17。） 

この結果、現時点の労働分配率は 1980 年代以降の平均的水準になっている18。労働分

配率は長期的にはほぼ一定であると考えると、労働分配率の視点から見ても、労働生産

性の伸びに見合って実質賃金の引上げが可能な段階にあると考えられる（図表 25）。 

 なお、交易条件の悪化は労働分配率を上昇させ、労働コストを高めるために、賃金引

上げを難しくするように作用するが19、交易条件を改善するためには、例えば、資源外

                                                  
17 内部留保の積み増しは、企業が自己資本比率を高めていることを示すが、第 1章１.①で見た通り、日本

企業の自己資本比率は欧米企業と比べて遜色ない水準まで上昇していることを踏まえれば、これ以上、内

部留保を積み立てるのではなく、企業収益を投資や賃金に回して、実需を生み出す時期に来ているのでは

ないか、と考えられる。 
18 ここでいう労働分配率は、雇用者報酬を名目 GDP で除して求めたものである。この名目 GDP は市場価格

で計算しているため、間接税の税率変更の影響を受ける。もし、間接税を除く要素価格の名目 GDP を用い

ると、労働分配率は図表 25 で示す水準よりも数ポイント上昇することとなるが、2012 年の水準が過去の

平均水準であることは変わらない。 
19 深尾（2013）は、交易条件の悪化は、消費者物価を国内生産財・サービス価格に比して割高にするため、
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交を通じた安価なエネルギーの確保、経営資源・人的資本の蓄積等を通じたイノベーシ

ョンやブランド力の強化が不可欠である。 

 

②賃金上昇のタイムラグの短縮 

安倍政権は、日銀による金融緩和政策などを通じて、デフレ脱却の期待形成を図り、

物価上昇と賃金上昇に向けた環境を整備してきた。 

今後、景気回復が順調に進めば、外需や消費、投資といった需要の増加を受けて企業

収益が回復し、それに伴い賃金が上昇、さらなる消費や投資の増加につながるといった

経過をたどることが期待される。このような需給バランスの改善による賃金上昇は、労

働需要の増加を伴うため、一般に物価上昇に遅れることはあまりないと考えられる。し

かし、デフレマインドが定着し、しかも物価上昇が主に原油価格上昇等コストプッシュ

要因によって生じている現状では、過去の経済状況等を踏まえて春闘等の労使交渉が行

われる傾向の強い我が国では、賃金上昇が物価上昇に遅れる懸念がある。 

こうした状況では、実質賃金が減少しないように賃上げを促進することは妥当である
20。すなわち、経済の好循環を起動させていくためには、名目賃金上昇がなるべく速や

かに物価上昇に追いつき、実質所得を減少させないよう政府も含め経済社会全体で環境

づくりをすることが重要である。 

 

現時点では、企業収益の改善が進む中、物価の基調はデフレ状況ではなくなりつつあ

る。また、来年４月には消費税率の引上げが予定され、価格転嫁に伴う物価上昇も見込

まれる。こうした予想される企業収益の改善や物価上昇を踏まえた賃上げをすることに

より、実質家計所得の減少を防ぎデフレを脱却して好循環を起動させていくことが可能

となる。 

 

（２）賃金上昇に向けた取組み 

①賃金の外部性と政策の影響  

賃金など労働条件は、企業と労働者の私契約に基づいて決められるものであり、基本

的に労使の交渉によって決定されるものである。しかし、トービンが指摘しているよう

に個々の労使による賃金決定には、それらが集計された場合のマクロ経済への影響を考

慮しないという意味で「外部性」がある21。したがって、個別企業の労使の合理的な賃

                                                                                                                                                  
消費者物価で実質化した実質賃金の下落要因になると指摘している。また、日本企業全体でみると資本収

益率が低迷しており、労働分配率を今後大幅に上昇させられるほどの余裕はないように思われるとし、実

質賃金の上昇には労働生産性の上昇だけでなく、交易条件の悪化を減速させる必要があるとしている。 
20 金利の非負制約の下での非伝統的な財政政策の一つとして、Correia 他（2013）が主張する 3つの政策

の組み合わせ（消費税率の段階的な引上げ、一時的な投資減税、社会保険料（労働者負担分）の段階的な

引下げ）のうち、社会保険料（労働者負担分）の段階的な引下げは、賃金の引上げおよび社会保険料（企

業負担分）の段階的引下げの組み合わせと同様の効果がもたらされると考えられる。 
21 意思決定の外部性をインフレ局面で、ノーベル経済学者のジェームズ・トービン教授は以下のように述

べている（Tobin,1986）。「価格又は賃金を引き上げるという個々の意思決定は、第三者に影響を及ぼす。

つまり、そうした意思決定は、価格決定者や賃金交渉者が考慮に入れない社会全体でのコストを生み出す。

市場が、空気や水を汚染する者にその社会的コストを負担させることができないように、インフレという
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金決定行動が、全体としてみると「合成の誤謬」によって物価水準や景気に影響を及ぼ

す可能性がある。 

このような外部性の存在、合成の誤謬が存在する場合には、政府の関与による「内部

化」によって事態は改善する。例えば、政府が主導して、労使が共通の情報や認識を共

有できるように促すことにも一定の効果が期待できる。具体的には、デフレの状況下で、

賃金引上げを一社だけで実施することは不利益となっても、多くの企業が同時に賃上げ

を行なえば、経済全体が活性化し、望ましい状況となる可能性がある。 

 

②政労使における現状認識と方向性の共有 

個々の労使交渉による賃金決定には外部性が存在する。政府は、税制、経済政策、労

働政策、産業政策などを通じて、間接的に賃金水準に対して影響を与える。こうしたこ

とから、政府と労使が、それぞれの置かれた時代の経済問題について認識と方向性を共

有し、それぞれが協力しながら必要な対応をとり、経済全体の活性化を図っていくこと

は有意義である。 

例えば、オランダでは、1982 年に政労使の３者によって有名な「ワッセナー合意」

が締結された。これは、当時「オランダ病」と呼ばれた経済の低迷からの脱却に向けて、

ア）労働組合は賃金抑制に協力する、イ）企業は雇用確保に努力し、かつ労働時間の短

縮を行う、ウ）政府は財政支出の抑制に努め、減税を行い、社会保障改革、雇用改革に

も取り組むというものであり、賃金上昇率の低下など一定の効果を上げたとされる22。 

我が国においても、政労使は協力して時の経済課題について取り組んできた。1955

年には、「生産性運動に関する３原則」が関係省庁のメンバーで構成される生産性連絡

会議で決定され、その後の労使協調による生産性と所得の向上の基礎となった。また、

1970 年からは、政労使のトップと有識者が産業労働政策について懇談する「産業労働

懇話会」が開催され、インフレへの対応などについての方向性が合意された。このほか

にも、「政労使雇用対策会議」（1998～2002 年）、「成長力底上げ戦略推進円卓会議」（2007

～08 年）、「仕事と生活の調和推進官民トップ会議」（2007 年～）などがある（図表 26）。 

現時点では、デフレからの脱却と経済再生の実現が急務であり、このために経済の好

循環をどのように起動させていくかが、政労使の大きな課題である。 

このような観点から、政府が平成 25 年度 9 月 20 日に、「経済の好循環実現に向けた

政労使会議」を設けた。 

 

③「逆所得政策」としての賃上げ促進 

先に指摘したように、デフレ脱却・経済再生に向けた「三本の矢」によって経済状況

                                                                                                                                                  
名の汚染（inflation pollution）も、労使によって感じられることもなく、また考慮されることもない「外

部性」なのだ。我々は、環境汚染のコストを内部化するために公的な介入を求めるように、分権化された

価格や賃金に関する意思決定のマクロ的なコストの内部化を試みることができる。そのことはまた、政府

による介入を必要とすることになろう。」 
22 オランダでは、政労使の 3者で構成させる「社会経済協議会」が、経済、社会、労働等幅広い分野につ

いて審議、答申を行う枠組みがある。（濱口桂一郎 独立行政法人労働政策研究・研修機構統括研究員（以

下、濱口氏と省略）提出資料（平成 25 年 9月 24 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 1回会合）） 
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が改善する中で、労働分配率からみても賃金水準の上昇は可能な状況にあり、また、市

場の実勢を先取りしながら、できるだけ早く賃金を引上げていくことが、好循環実現を

起動させる上で効果的である。 

このため政府が、政労使会議の場などにおいて、個別の労使が賃金引上げを行なう環

境を整備するとともに、税制等によってこれを促していくことが有効である。 

政府がデフレ下で労使が賃上げを行なう環境を整備することは、これまで世界で前例

がない。しかし、これはかつて欧米の政府が行なった「所得政策」の逆を行なう政策と

意義づけることができる。 

欧米では 1950 年代～1970 年代にかけてインフレが問題となり、インフレ抑制のため

に政府が政労使の場を通じて賃金や物価の抑制を促す所得政策が用いられた（図表27）。

1950～1960 年代には、労使による話合いや政府のガイドライン等による誘導が中心で

あったが、オイルショック後の激しいインフレ期には、政府による法的権限に基づく規

制など、より直接的な対応が行われた。 

特に日本の労働市場における正社員の賃金水準は個別企業の労使交渉で決定される

ため、欧米のように外部労働市場との連動性が乏しく、政府として情報の提供や認識の

共有を図ることにより、デフレ下で労使が企業収益を賃上げにつなげる環境を整備する

必要性は大きい。 

 

④政策的なインセンティブの意義 

政府は、平成 25 年 10 月 1 日に閣議決定した経済政策パッケージにおいて、所得拡大

促進税制を拡充するとともに、復興特別法人税の前倒し廃止について検討を行うことと

している。  

これらの税制措置は、法人税を納税している企業が賃金引上げや雇用の拡大、下請企

業への協力を実施することを促すものであるとともに、さらにこうした取組が広く賃金

水準全体の向上を促す契機になるものであると考えられる。 

賃金が増加することで、家計消費などの需要回復を受けて、設備投資が増加する効果

も期待される23。 

法人税の「帰着」に関する分析は、多くの場合、負担が資本所得（株主）だけでなく、

労働所得（労働者）に及ぶことを示す24。すなわち、その分析によれば、短期的には法

人税の負担は株主に生じても、長期的には相当部分が、企業の設備投資や国際間の資本

移動等を通して労働者に帰着する。 

経営者と組合が、市場賃金を参考にしつつ、企業内に発生するレント（超過利潤）25を

交渉によって分け合う状況下（レント・シェアリング）では、こうした伝統的なチャネ

ル以外に法人税の効果が及ぶ追加的なチャネルが存在する。レント・シェアリングのモ

                                                  
23 脇田委員提出資料（平成 25 年 10 月 4 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 2回会合）。 
24 土居丈朗慶應義塾大学教授及び國枝一橋大学准教授の報告(平成 25 年 10 月 29 日開催経済の好循環実現

検討専門チーム第 3回会合)。 
25 レント（超過利潤）とは、完全競争下で発生すると考えられる利潤（正常利潤）を超える部分のこと。

レントには、例えば研究開発投資や企業内訓練の結果として得られた市場収益率を上回る収益が含まれ、

必ずしも市場の非効率性を示すものではない。 
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デルによれば、法人税減税によって分け合うパイの大きさ自体が増加すれば、設備投資

や資本移動の影響とは別に、より直接的に賃金を上昇させる効果が生じうる26。 

 

（３）賃金上昇の影響 

①名目賃金上昇の影響 

賃金の上昇に伴い消費者の可処分所得が増えれば、限界消費性向に応じて消費が増大

する。その場合、恒常的な賃金上昇の方が、一時的な賃金上昇に比べて限界消費性向は

大きい27。したがって、恒常所得の上昇をもたらすベースアップの方が一時金による賃

金上昇よりも消費へのプラスの影響は大きい。消費の拡大のためには、収益が上がった

企業は、それが将来にわたって見込まれると判断されれば、可能なところからベースア

ップを実施していくことが期待される。 

また、生産、失業、賃金、物価からなるマクロＶＡＲモデルによって、名目賃金ショ

ックに対するマクロ経済変数のインパルス応答をみると、名目賃金の上昇を受けて生産

量は当初増加するものの、次第に減衰し、失業率は当初上昇が抑制されるものの、生産

量の減少に合わせて、上昇する分析結果となっている28（図表 28）。これは、賃上げを

持続的な経済成長につなげるには、イノベーションによる付加価値生産性の引上げが必

要であることを示唆している。 

  

②雇用への影響 

賃金を上げると雇用が減って失業が増えると広く考えられている。しかし、雇用は総

需要で決定され、賃金上昇は必ずしも失業につながらないとの見方もある。 

この問題は、賃上げによって雇用が減少し失業が増えると考える新古典派経済学的に

マクロ経済をみるか、それとも財市場の需給が問題の本質で、賃金が上がっても雇用は

変わらないと考えるケインズ経済学的にみるかに依存する29。ただし、今日のように企

業が内部留保という形で貯蓄を増加させてきた中で、労働者への分配がフローベースで

企業貯蓄の減少によってもたらされれば、どちらかといえば、経済全体の需要の創出に

つながり、賃金の上昇は必ずしも雇用の減少につながらないと考えられる。例えば、最

低賃金の引上げと雇用の関係に限ってみれば、地域別最低賃金（全国加重平均）が 2007

年以降毎年７～17 円引き上げられているが、20 歳以上のデータで見る限り、雇用への

影響が確認されたとの報告は今のところみられない30（川口・森,2013）。 

                                                  
26 このような直接的な効果の存在を指摘した論文として、例えば、Arulapam, Devereux, and Maffini (2012)
がある。ただし、レント・シェアリングのモデルでも、法人税減税により人件費控除の価値が減少する場

合には、法人税減税が賃金の低下につながると指摘されている（Riedel, 2011）。 
27 高橋委員の指摘（平成 25 年 10 月 29 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 3回会合）。 
28 ここでのインパルス応答は、名目賃金の自律的変動要因が単一のショックとして捉えられると仮定して、

そのショックに対する反応を分析したものであるため、その解釈には留意が必要である。 
29 賃金の減少関数としての労働の需要関数は、財・サービスの市場の「完全競争」の仮定から導かれる。

不完全競争、すなわち財・サービスの市場において企業が直面する個別需要曲線が右下がりの場合には、

賃金の上昇は雇用を減少させない（Negishi,1979）。企業は売れないから作らない、作る必要がないから雇

わない、というこうした世界が、ケインズ経済学の想定する経済である。 
30 樋口委員の指摘（平成 25 年 10 月 4 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 2回会合）。 
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特に、経営者と組合の交渉によるレント・シェアリングで賃金が決定される場合、組

合側が主に正規雇用労働者であることから雇用の減少につながらない傾向があるとみ

られる3132。 

 

 

２．中小企業の賃金への波及 

 賃金引上げを含む好循環を実現するためには、雇用者数の大部分を占める中小企業の

賃金が引き上げられる環境を整備する必要がある。 

そのためには、中小企業の付加価値生産性を高めこと、健全なサプライチェーンの確

保の観点から収益の上がった大企業が取引価格を引き上げること、コストが転嫁できる

ように市場環境を整備することが重要である。 

 

①中小企業の賃金の現状 

企業の労働者のうち、約３分の２は資本金１億円未満の中小企業で働いており、経済

全体の賃金水準を引上げ、経済の好循環を実現するには、中小企業の賃金の引上げが重

要となる。 

中小企業の賃金水準は、大企業の約 7 割と低い水準にあるばかりでなく（図表 29）、

労働分配率は、大企業に比べて恒常的に高い。2012 年度の労働分配率をみても、資本

金 10億円以上の大企業が 60.5％であるのに対し、中小企業は 79.5％に上る（図表 30）。

このため、賃金引上げは大企業に比べると遅れる傾向がある。 

大企業と中小企業の賃金動向の関係をみると、大企業製造業の動きが中小企業製造業

や大企業非製造業に先行する傾向がみられる33（図表 31）。このため、大企業製造業の

賃上げは、中小企業の賃上げを牽引する役割がある。 

2013 年 10 月の東京商工会議所が中小企業等に行なったアンケート調査によれば、

2,628 社の回答企業のうち、約 35％企業が賃金総額を増加させており、その多くが毎月

の基本給を引上げたとしている（図表 32）。賃金を引き下げた企業も約 16％あるが、景

気回復に伴い、大都市の中小企業から収益が改善しそれが賃金引上げにつながっていく

と考えられる。こうした動きが地方の中小企業にも早く広がることが望まれる。 

 

②中小企業の生産性の向上 

中小企業の賃金引き上げが進むためには、中小企業の収益回復が不可欠である。それ

には、中小企業自身が生産性を向上させ収益を向上させるとともに、イノベーションを

                                                  
31 脇田委員の指摘（平成 25 年 11 月 13 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 4回会合）。 

なお、労働の供給側についてみると、春闘における賃上げの主な対象である壮年男性の労働供給が賃金

に対して非弾力的であるとの研究もある（黒田・山本,2007）。したがって、賃金上昇が労働供給量を誘発

し、失業が増加するという可能性も小さいと考えられる。 
32 ただし、上述のような労使間のレント・シェアリングによる賃金と雇用の決定の図式は、外部市場の影

響を受ける非正規雇用労働者や新規の労働市場参入者（新規卒業者）には必ずしも当てはまらないと考え

られるため、第３章で見るような非正規雇用労働者のキャリアアップ、処遇改善などの対策を行うことが

必要である。 
33 山田氏提出資料（平成 25 年 9月 24 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 1回会合）。 



17 
 

通じて付加価値生産性を高めることが不可欠である。 

このため、政府は、設備投資などを促進し、中小企業の生産性を高めていく必要があ

る。 

 

③取引価格の上昇を通じた賃金の上昇 

中小企業の製品・サービスは、原材料などの仕入れ価格の上昇や付加価値生産性の向

上を十分に織り込んだ価格で取引される必要がある。これまでの円高の過程では納入企

業は買い手企業からコストカットを求められることが多かった34。為替が円安方向に推

移している現状では、収益が回復する中で取引価格の引上げなどを実施していくことが

考えられる。これは、大企業にとっても、長期的に健全なサプライチェーンを維持、強

化し、競争力を強化していくためにも必要である。 

 デフレ脱却の過程で原材料価格を含め物価は上昇していくが、コストの上昇を自らの

販売価格に適正に転嫁させるような取引環境を整備する必要がある。来年度からは、消

費税率が引き上げられるが、消費税が適切に転嫁されるように政府として監視を強化す

ることが必要である。 

 

  

                                                  
34 経済産業省「円高の影響に関する緊急ヒアリング結果」（2010 年 8 月 27 日） 
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第３章 持続的な経済成長に向けて 

 デフレを脱却して経済の好循環を実現し、それを持続的な経済成長に繋げていくため

には、付加価値生産性の引き上げと、その成果を設備投資や賃金に適切に配分していく

ことが不可欠である。付加価値生産性の向上を伴わない物価上昇はコストプッシュによ

るインフレ、さらにはスタグフレーションを招く恐れすらある。 

成熟経済となり新興国との激しい競争に直面する我が国では、今後、生産性の上昇を

価格引下げで吸収するのではなく、新興国と比較して水準の高い人件費を上回るだけの

付加価値を生み出すように、労働生産性の向上を図るとともに、新分野の開拓やプロダ

クト・イノベーションにより新しい需要を生み出し、単価を引き上げつつ売上と利益を

増やすことが重要になる。 

付加価値生産性を高めるには、情報通信技術（ICT）投資を含めた設備投資、労働者

への十分な教育訓練に加え、ソフトウェアや研究開発などの無形資産の充実が不可欠で

ある。さらに、個別企業のみならず経済全体として生産性を高めていくため、事業の新

陳代謝を加速する事業再編も不可欠であり、人材の円滑な移動を容易なものとするため

には、人材育成の充実や労働市場の形成が求められる。特に、雇用吸収力が高いものの

生産性が低いサービス産業においては、付加価値生産性を向上させながら賃金の上昇を

図っていくことが必要である。 

 

１．非正規雇用労働者のキャリアアップ、処遇改善 

第 1章でみたように、デフレの継続の中で、非正規雇用労働者が増大した。成果に関

わらず報酬が変わらない傾向が強い非正規雇用労働者は、生産性向上や創意工夫のイン

センティブや教育投資が少なくなるため、経済全体として人的資本蓄積の停滞をもたら

す可能性が高い。さらに、主たる雇用として、不安定な不本意非正規雇用労働者が増加

することは、社会としても問題がある。 

非正規雇用労働者の問題を解決するためには、①正規雇用労働者と非正規雇用労働者

の二極化ではなく、その中間的な「多様な正社員」を広げることなどにより、非正規雇

用労働者の正規雇用への転換を促進すること、②非正規雇用を選択する労働者にも成果

を的確に評価し、それに見合った報酬を与えるとともに、教育訓練や自発的な資格取得

などにより人的資本形成を進め、生産性を向上させること、③不本意非正規雇用労働者

化を防ぐ対策が必要である。 

 

① 「多様な正社員」の普及等による非正規雇用労働者の正規化促進 

雇用の安定性やワークライフバランスなどの観点から、正規雇用労働者と非正規雇用

労働者の二極化ではなく、その中間的な「多様な正社員」を広げていくことにより、非

正規雇用労働者が正規雇用労働者に転換できるような道を広げていくことが必要であ

る35。 

                                                  
35 多様な雇用形態を活用した無期雇用化の事例として、全社員のうち 80～85％が半年契約のパートであっ

たが、１年で約半数が退職するため、従業員の知識や技術の習熟が不十分になっていたなどの実態を踏ま

え、パートタイム社員・契約社員と無期労働契約を締結し、勤務地・労働時間を限定する正社員とした事



19 
 

「多様な正社員」は、非正規雇用労働者に比べて、賃金水準が正規雇用労働者により

近く、教育訓練の機会も正規雇用労働者と同水準である場合が多い。また、「多様な正

社員」は、「雇用が安定している」、「遠方への転勤の心配がない」という利点を感じて

いるものが多い（図表 34）。 

「多様な正社員」を雇用している企業のうち、約 40％は非正規雇用労働者から多様

な正社員のへの転換制度又は慣行があり、約 30％は転換実績がある。さらに同企業の

うち、約 70％は「多様な正社員」から一般の正社員への転換制度があり、その内約 70％

は転換実績がある（図表 35）。 

非正規雇用労働者のキャリアアップのためには、企業がこのような「多様な正社員」

を活用したキャリアアップ制度を積極的に設けるとともに、その実績を高めていくこと

が有効である（図表 36）。このため、職場において労使が建設的に話し合って、労働者

と企業のニーズにあった様々な形態の「多様な正社員」を生み出していくことが期待さ

れる。 

また、政府は、職務等に着目した「多様な正社員」モデルの普及・促進を図るため、

成功事例の収集、周知・啓発を行うとともに、有識者懇談会を立ち上げ、労働条件の明

示等、雇用管理上の留意点について検討を行っており36、このような成果が労使の共通

認識になっていくことが期待される。 

正規雇用転換については、自己啓発を実施している場合の方が、正規転換率が高くな

っていることから、キャリアアップに向けた取組みの支援が重要であると言える。この

ため、企業が積極的に非正規雇用労働者に対する支援を行うとともに、政府も企業内で

の取組に対する支援を強化することなど総合的な取組を進める必要がある。 

政府は、さらに非正規雇用労働者の正規転換を支援するため、わかものハローワーク

などを通じた正規雇用労働者への転換支援、ジョブ・カード制度を活用した雇用型訓練、

キャリアアップ助成金、トライアル雇用の活用などの助成措置等を効果的に実施してい

くことが必要である。 

 

②非正規雇用労働者の生産性向上 

成果に関わらず報酬が変わらない傾向が強い非正規雇用労働者は、生産性向上や創意

工夫のインセンティブが働きにくい。また、雇用期間が限定されるため企業としては人

的投資を行なっても回収が難しい。非正規雇用労働者数の増大は経済全体の生産性を引

き下げる恐れもある。 

このため、非正規雇用労働者についても、能力と成果の評価を的確に行なうとともに、

それに見合った報酬を与えることや、正規雇用労働者との均等・均衡待遇を推進するこ

                                                                                                                                                  
例がある（図表 33）。 

また、非正規雇用労働者を正規転換した事例として、人件費抑制のため、新規採用を契約社員に限定し

たものの、応募者の減少や離職者が増加したことから、労使の話合いを通じて、全契約社員の正社員化や

賃金制度の改革等を講じた事例がある。（河西,2011）  
36 厚生労働省「多様な正社員」の普及・拡大のための有識者懇談会 
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とによりモチベーションを高め、正規雇用労働者と同様に創意工夫や生産性向上により

イノベーションの一端を担えるようにしていくことが重要である37。 

さらに、企業は、非正規雇用労働者に対しても積極的に教育訓練を実施するとともに、

労働者の主体的な資格取得等につながる積極的な自己啓発を行っていく必要がある。 

企業のニーズに対応した学び直しプログラムを受講する従業員を支援する事業主へ

の経費助成や学び直しをする従業員本人への経費助成等による支援策を講じ、高度人材

や中核的人材の育成を行うとともに、フリーター等の非正規雇用労働者やニート等の若

者に対して教育訓練の機会を拡充させることが重要である。また、その前提として、大

学、大学院、専門学校等の高等教育機関が地域の産業界等と連携しながら行われる、企

業ニーズに対応したオーダーメード型の職業教育プログラムの開発・実施を支援すると

ともに、雇用保険制度に基づくプログラム履修者の費用負担への支援措置を行うなど、

社会人の学び直しを推進していくことが重要である38。 

 

③雇用の安定の確保、社会保障等の処遇改善 

有期雇用の場合は、景気後退期には雇止めにより離職を余儀なくされる可能性がある

など、雇用が不安定である。 

また、非正規雇用労働者については、賃金水準が低く、社会保障についても、被用者

保険に加入できない場合も多い（図表 18）。 

このため、不本意で非正規雇用労働者で働いている労働者に対し、キャリアアップの

支援や処遇の改善を図ることが必要である。 

 

④非正規雇用労働者化・若年無業化を防ぐ仕組み 

新規卒業者の就職希望者（約 81 万人（大卒者等約 65 万人、高卒者約 17 万人））のう

ち、就職が決まらないまま卒業する者が約 4.2 万人（大卒者等 3.8 万人、高卒者 0.4 万

人）存在する（図表 37）。これらの新卒者の非正規雇用労働者化・若年無業化を防ぐ取

組みも重要である。 

このため、全都道府県に、新卒学生及び卒業後３年以内の既卒者を専門的に支援する

ハローワークとして「新卒応援ハローワーク」を設置し、ジョブサポーターを活用しつ

つ担当者制による個別支援を行うほか、未内定就活生や未就職卒業生への集中支援を実

施しているが、これらの支援を継続して実施する必要がある39。 

また、大卒未就業者を社員として雇い入れることで、就職に不利となる履歴上の長期

の空白期間の発生を防ぐと同時に、就業に必要な教育訓練を実施することで本採用に向

けて一定の成果を上げている事例がみられる（図表 38）。 

                                                  
37 一般社団法人人材サービス産業協議会が、派遣先企業と連携し、派遣社員の能力評価の実施を徹底する

仕組みを検討中。 
38 若者・女性活躍推進フォーラム(2013)及び『日本再興戦略』（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定） 
39 ドイツでは、高校生や大学生が本格的に労働市場に参入する前にパートタイムで働くシステムがあり、

これによって見習い期間を経て一定の経験を積んだうえで労働市場に参入することになるため、雇われる

可能性が高まるといわれている（濱口氏の指摘（平成 25 年 9 月 24 日開催経済の好循環実現検討専門チー

ム第１回会合）。 
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政府としても民間活力を活用しつつ、学卒未就職者に対する「紹介予定派遣」を活用

した正社員就職支援を行うなど、このような動きを支援していくことが有効である。 

若年無業者化を防ぐ仕組みとしては、「地域若者サポートステーション」によるニー

トなどの若者の職業的自立支援を推進していくことが重要である。 

 

２．付加価値生産性の向上 

経済の好循環を持続的な経済成長につなげるには、個別の企業において、プロダク

ト・イノベーション40により成長セクターを生み出すとともに、経済全体でも成長戦略

により新しい産業分野を創造し、投資や人材などの資源を投入していくことが不可欠で

ある。このため、不採算部門から成長する高生産性部門に、失業を生まずに円滑に労働

移動や経営資源の移動を図っていくことが重要である。 

 

（１）資本、人的資本、無形資産の蓄積 

持続的な経済成長を実現するためには、資本装備率の引上げ、人的資本の蓄積と全要

素生産性41の向上が必要である。 

そのためには、情報通信技術（ICT）投資を含む設備投資、労働者への十分な教育訓

練に加え、ソフトウェアや研究開発などの無形資産の充実を促進していく必要がある。 

資本装備率を引上げるうえでの障害としては、マクロで見た我が国の資本収益率が低

下していることがある（深尾,2013）。そうした中でも、ICT などの資本装備率を引上げ

る余地は大きいと考えられる42。 

人的資本の蓄積については、学力の向上策を含む教育や能力開発を推進することが必

要であるが43、企業の教育訓練費の動向をみると、90年代以降低下している44（図表 19）。

さらに、大学院卒業者が増加していることに鑑みれば、企業が彼らの処遇を改善し、高

度人材の専門性を活かしていくことの重要性が増している45。 

企業の人的投資を促すには、企業の行う OJT のコストなど、見えない人材育成の投資

コストを費用あるいは資産に会計上明確にした上で、政府等がそうした企業による人的

資本投資を支援していくことが重要である46。 

人材育成に加え、データベース、研究開発、著作権等、ブランド構築的な広告などの

無形資産（知識ベース資産）への投資も、付加価値生産性向上の鍵を握る（図表 41）。

                                                  
40 イノベーションの定義等については、参考資料の図表 39 を参照。 
41 生産性の変化のうち労働と資本の成長では説明できない部分。一般に、技術革新や業務効率化、ブラン

ド価値の向上などによるとされる。 
42 吉川座長の指摘（平成 25 年 10 月 29 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 3回会合）。 
43 宮川努学習院大学教授の推計によると日本の労働市場では労働の質の変化の大部分が学歴効果によると

している（同氏提出資料（平成 25 年 11 月 13 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 4回会合））。それ

だけに、進学率を高めたり、資格を与えるような学び直しが有効である。 
44 宮川努学習院大学教授の推計によると、ＯＪＴを含まない日本企業の人材投資はピークの 1991 年位は

2.8 兆円あったが、急速に減少し、2008 年時点では約 3200 億円になっている（図表 40）。ただし、ＯＪＴ

には労働時間の約 10％が使われているのでこれを含めると値が向上する。（同氏提出資料（平成 25 年 11

月 13 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 4回会合））。 
45 高橋委員は、日本では大卒と大学院卒の処遇の差異が小さいことを指摘。 
46 宮川教授指摘。 
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我が国の無形資産投資額のＧＤＰ比は、独仏などよりは高いものの、米英に比べると低

い。我が国では有形資産投資が無形資産投資を上回っているのに対し、米国では無形固

定資産投資が有形固定資産投資を上回っている47（内閣府,2011）。 

さらに、プロセス・イノベーションだけでなく、プロダクト・イノベーションを通し

てブランド力、全要素生産性を向上させることが求められる。 

 

（２）好況時における「攻めの事業再編」 

企業の収益力を高めるには、付加価値労働生産性の高い部門を生みだしていくととも

に、好況時に長期的な展望に基づいて、非効率な不採算部門の再編を行うことが有効で

ある48。 

特に、中途採用の市場が未成熟である日本においては、外部労働市場での移動を円滑

にするためのマッチング機能や教育訓練等を充実させることに加え、企業内での OJT や

OFF-JT の充実による内部労働市場での移動を促進させることが必要である。 

労働力の産業間、企業間移動の円滑化に寄与するため、事業主等に対して、出向・移

籍による情報提供・相談・あっせん等を行うことにより、失業なき労働移動への取組を

実施している事例がある49。民間において、このような取組みが広がることが期待され

る。また、公益団体においても、こうした取組において、今後、事業主間の出向・移籍

に関するあっせん機能が拡充されることが期待される（図表 38）。 

 

（３）ワークライフバランスの実現、所定外労働に対する割増賃金の引上げの検討 

ワークライフバランスを回復することにより、労働者の仕事と生活のフレキシビリテ

ィが高まる。それにより、人間らしい生活が実現できることはもとより、労働者のモチ

ベーションが向上し、労働者一人ひとりの作業効率や創造性が高まる。ひいては、賃金

以外の労働条件を重視する優秀な人材の確保などを通じて、企業全体の生産性の上昇が

期待されている50。 

                                                  
47 米国で無形資産投資が有形資産投資を上回っている背景と無形資産投資の効果について、内閣府（2011）

では、「IT バブル崩壊の影響が有形資産投資を大きく落ち込ませたという点は割り引く必要があるが、そ

れ以前の 90 年代において、アメリカでは、ソフトウェア投資や企業の組織改革が急速に進んだことが背景

にある。アメリカ企業のこうした投資行動が、情報技術の発達を生産性上昇に結び付けたことはよく知ら

れている。」としている。 
48 山田氏提出資料（平成 25 年 9月 24 日開催経済の好循環実現検討専門チーム第 1回会合）。なお、山田氏

は、「官民共同出資人材ブリッジ会社」によってこのような企業間の人材の移動を円滑化する提案をしてい

る。 
49 こうした取組では、転職が困難とされる中高年を対象にするケースも多く、例えば、大企業出身者を採

用することで大企業の経営ノウハウを取り込めることを期待する中小企業等のニーズに応えることで、中

高年の失業なき労働移動を実現している。企業間での移籍・出向の調整を行い、個人と移動先企業のマッ

チングを実施することにより、労働者が企業に在職している時から支援することができるため、失業を経

ず、労働者も移籍・出向前から、次の会社で必要な能力取得のための職業訓練を行うことができるなどの

利点がある。 
50 ワークライフバランスの効果については、やる気や満足度といった一次効果に比べて、企業業績など二

次効果の測定が困難であるが、ワークライフバランスの導入と企業業績や生産性の関係を調べることで、

ワークライフバランスに取り組む企業のほうが、業績が良い傾向があるとする実証研究もみられる（図表

42）。 
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ワークライフバランスを実現させるための経済的なインセンティブとして、「割増賃

金の引上げ」について検討する必要がある（図表 43）。 

現在の割増賃金率では、既存労働者に対して所定外労働を課し割増賃金を支払う方が、

新規に労働者を雇うよりもコストが抑えられるため、企業は生産量を増やす際に残業時

間の延長で対応しようとする傾向がある。また、残業を前提に雇用が決められるため、

残業が恒常化しているとの指摘もある。さらに、割増賃金率を計算する際のベースとな

る賃金にボーナスが入っていないことから、ボーナスを含めた賃金で計算すると、我が

国の割増賃金率は他の先進国と比べてさらに低くなっている。このため、現行の制度は

残業時間を延ばして雇用を抑制するだけでなく、所定内給与を抑制する傾向も強まると

みられる。 

時間外労働に対する割増賃金率の引上げは、人件費の負担を増やす一方で、ア）従業

員の賃金の引上げ、イ）ワークライフバランスの改善、ウ）ワークシェアリングの進展、

といった効果が得られる。さらに、それは長期的にも企業の生産性の向上につながると

みられる。 

我が国の割増率は 2010 年に引上げられたとはいえ、なお他の先進国に比べると低い

水準にある。割増率の引上げについては企業の実情を踏まえて社会全体で検討すべき課

題である。 

 

（４）サービス産業の生産性向上 

経済が成熟化するにつれ、所得弾力性の高いサービス産業の比重が高まるとともに

（図表 44）、製造業においてもマーケティング、企画、研究開発など、広い意味でのサ

ービス化が進む傾向がある（スマイルカーブの上流と下流）（図表 45）。このため、サ

ービス業の生産性を向上させていくことは、雇用や経済全体の生産性に大きな影響を与

える51。 

ほとんどの先進諸国においても、サービス産業の生産性の伸びは製造業より低いが、

中でも日本は、伸びの差が大きく、持続的な経済成長を生み出す上での課題となってい

る。製造業が生産性を高めても、サービス化により経済において比重を高めているサー

ビス業の生産性が高まらなければ、経済全体の生産性を損なう恐れがある（いわゆる「ボ

ーモルの病」52）。 

サービスの基本的特性として、製造業の提供するプロダクト（＝モノ）とは異なり、

①「無形性（＝形が見えないこと）」、②生産と消費が同時に行われる「同時性」のため、

在庫が効きにくく、製造業のように工場における大量生産や、需要の繁閑に合わせた供

給量の調整、輸出による遠隔地での需要の拡大が困難といった特性がある。このため、

規模の経済の実現が難しく、製造業に比べると労働集約的で生産性の向上が難しい。 

                                                  
51 サービス産業フォーラム（2003） 
52 「ボーモルの病」とは、(1)経済が生産性の伸びの高い成長部門と伸びの低い停滞部門があり、(2)後者

の需要の価格弾力性が低く、(3)労働の移動が両者の間で自由な場合、時間の経過とともに停滞部門の比重

が高まり、経済全体の生産性も低下していくという Baumol(1967)の主張である。河越（2011）の計測では、

産業構造の変化による 1981～2007 年の TFP の伸びの低下は年率 0.1％pt 程度であり、現状、それほど病は

重くない。 
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この反面、製造業の場合、コモディティ化して価格が低下する可能性は高いが、サー

ビス業の場合には差別化の余地が大きい。ただし、知的財産が保護されにくいため、ノ

ウハウが真似されやすく、新たなサービスのノウハウに対するプレミアムが比較的早く

消滅する側面も強い53。 

今後、社会経済ニーズの変化に伴い、様々なサービス産業や、マーケティング、企画

などのサービス業務が、雇用を吸収していくことが期待されるが、サービス産業やサー

ビス部門の生産性を向上させ、賃金の高い雇用を創出していかなければ、長期的に経済

全体として好循環を生み出すことはできない。 

このため、顧客のニーズに合わせて高い付加価値を創造し差別化を図り、社会経済の

ニーズに応えた新しいサービス産業を創造するプロダクト・イノベーションを促進する

とともに、ＩＴ化や機械化などの設備投資の促進などのプロセス・イノベーションも実

現していく必要がある。 

いずれの場合においても、人的投資が大きな役割を果たす。 

 

①サービス産業における価値創造 

サービスの特性である「無形性」により、サービスの質の維持が難しい反面、差別化

の余地が大きい。 

我が国のサービス産業の生産性を高めていくためには、顧客や社会のニーズを把握し、

新しいサービスを生み出したり、ブランド化などで差別化することによるプロダクト・

イノベーションによって市場を創造することも重要である。 

また、サービス産業における対内直接投資を拡大し、付加価値の高い海外のサービス

産業の経営資源や経営ノウハウを積極的に取り込むことも効果的である。 

また、ノウハウが真似されやすいため、知的財産を保護し、新たなサービスのノウハ

ウに対するプレミアムを適切に確保させるよう検討する必要がある。 

一方、日本には、「サービス残業」という言葉があるように、「サービスは無償である。」

との伝統的観念があり、さらに「おもてなし」として質の高いサービスを提供しても、

その内容を反映した価格設定を行なうことが難しいという問題がある。これは伝統的な

社会意識などに根差すところがあり、一朝一夕には改善が難しいが、新しいビジネスモ

デルを生み出すことなどを通して、意識改革していく必要がある。 

「課題先進国」といわれる日本では、今後とも社会ニーズの変化によって様々なサー

ビス産業が生まれてくる可能性が高い。サービス産業は比較的参入コストが低く、製造

業よりも開業率が高い。 

 

②規制改革等による新しいサービス産業の創造と質の確保 

サービス産業には、医療や介護、金融、通信、運輸など、政府の規制や助成が行なわ

れている産業が多い。サービス産業は、その特性である無形性などから、サービスの質

                                                  
53 サービス産業のイノベーションと生産性に関する研究会（2007） 
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等の評価及び維持が困難であり、サービスの質を維持するなどの観点から、規制が行わ

れることが多い。 

一方で、技術進歩やサービスのグローバル化等に対応するとともに、国民の中に潜在

的にある新たな需要を顕在化させ、消費者に多様な選択肢を提供できるよう、不断の見

直しを行う必要がある。 

これまでも規制緩和によって新しい通信業や運輸業のビジネスモデルが生み出され

てきたように、規制改革は意欲と創意を有する事業者のプロダクト・イノベーションを

生み出す起爆剤となる。今後、成長が見込まれる健康・医療などの分野で規制改革が進

展すれば、新たなビジネスが生み出され、多くの雇用が生み出されることが期待される。

また、公的規制だけではなく、民間自身がサービスの質を確保するために認証制度等を

積極的に確立することにより健全な市場を発達させていくことも重要である54。 

 

③IT の活用、機械化、フランチャイズの活用等（プロセス・イノベーション） 

サービス産業の基本的特性として在庫がきかないという「同時性」の問題を解決する

ため、IT 化や機械化を促進することが有効である（図表 46）。 

特に今後、ビッグデータやオープンデータの活用は、サービス産業のイノベーション

の促進に大きな役割を果たすと期待される55。 

このようにサービス産業の生産性を高めていくためには、IT 化や機械化の設備投資

の促進をはじめ、科学的・工学的アプローチをすることが必要である56。 

また、外食などの業態によっては、フランチャイズなどの手法を活用により効率的に

多店舗展開し、同質の財やサービスを大量に提供することにより57、規模の経済を実現

して生産性を拡大するとともに、海外展開を促進していくことが有意義である。 

 

④サービス人材の育成 

サービス業では、製造業に比べて労働集約的で、「人」の果たす役割が大きいため、

付加価値生産性を上げていくためには、専門性や知識の蓄積に向けた人的投資が重要な

役割を果たす。 

顧客の接点で、顧客のニーズをくみ取りそれをプロダクト・イノベーションにつなげ

ていくため、また、高品質のサービスを均質に提供していくためにも、これらに的確に

対応できる人材の育成が重要である。 

このように、サービス産業の生産性を高めるためにどのような人材育成が必要か検証

しつつ、「サービス産業生産性協議会」を国民運動として再構築すること等により、人

材育成と経営支援を本格化させることが重要である58。 

                                                  
54 サービス産業のイノベーションと生産性に関する研究会（2007） 
55 『世界最先端 IT 国家創造宣言』（平成 25 年 6月 14 日閣議決定）及び『日本再興戦略』（平成 25 年 6月

14 日閣議決定） 
56 サービス産業のイノベーションと生産性に関する研究会（2007） 
57 サービス・フランチャイズ研究会(2003) 
58 『日本再興戦略』（平成 25 年 6月 14 日閣議決定） 
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サービス産業は、その特性として繁閑の差が大きいため伝統的にパートやアルバイト

などの非正規雇用労働者の果たす役割が大きい。しかし、近年は、それだけではなく、

正規雇用労働者を代替する非正規雇用労働者が増加してきたため、人的資本の蓄積がな

されず、低生産性と非正規雇用労働者化の悪循環に陥っている側面がある。 

このような観点からサービス業の中には、非正規雇用労働者の正規化を促す動きも出

てきていることは注目される。 
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３．持続的成長と成長率、労働分配率、賃金水準 

これまで検討した政策課題を解決し、「日本再興戦略」で掲げる実質で２％、名目で

３％の経済成長を実現した場合、日本経済の姿はどのようなものになるだろうか。とり

わけ賃金水準がどのようになるか、労働分配率の推移を手がかりに考察しよう。 

図表 47 は、労働分配率の変化を、①名目賃金の伸び率、②労働投入量（労働時間×

雇用者数）の変化率、③名目ＧＤＰ成長率に分解したものである。 

これをみると３％程度の名目成長が実現した時期としては 1989～95 年の期間がある。

この時期は、労働生産性の伸び（＝2.07－0.13＝1.94％）を上回って実質賃金が伸びた

ため（＝3.98－1.07＝2.91％）、労働分配率が年平均 0.5 ポイント上昇し、1995 年以降、

高すぎる労働分配率を下げる調整局面に入ることとなった。しかし、現在の水準は歴史

的にみて平均的な水準にあることを考えると、今後の標準的なシナリオとしては、労働

分配率が概ね安定的に推移すると想定することは自然である59。 

このような労働分配率の想定のもとで、名目３％程度、実質２％程度で経済が成長し

ていく場合、仮に労働投入量が高齢化の進展等から年率▲0.5％程度で推移すると考え

ると、名目賃金の伸びは年 3.5％程度となる。その場合、ＧＤＰデフレータで測った実

質賃金は年平均 2.5％の伸びとなる。これは図表 47 にあるとおり 1983～1989 年及び

1989～95 年に実現していた水準である。今後、成長戦略を実行していく上において、

こうした好循環の姿を描けることは、一つの参考になるであろう。 

  

                                                  
59 仮にマクロの生産関数としてコブ・ダグラス型生産関数を想定する場合は、労働分配率は一定となるが、

ＣＥＳ関数を想定する場合には、労働分配率は変わりえる。ＯＥＣＤ諸国では主としてＴＦＰの伸びと資

本の深化により、1990 年代前半から 2000 年代後半にかけて労働分配率は低下傾向にあり、同期間に中位

値が 66.1％から 61.7％に低下したと報告されている（OECD, 2012）。また、景気の回復期には、労働分配

率は低下する傾向にある。以上を勘案し、今後、労働分配率は安定的に推移するが、どちらかといえば緩

やかに低下すると想定した。なお、図表 48 に示すＯＥＣＤ諸国の労働分配率は、自営業者の賃金について、

経済全体の平均賃金と等しいと仮定して求められており、図表 25 の労働分配率とは定義が異なる。 
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経済の好循環実現検討専門チーム 開催状況 

 

 

第１回 平成２５年９月２４日（火）１０：３０～ 

議題：（1） 専門チームの運営について  

（2） 検討のねらいと経済・雇用情勢について 

（3） 外部有識者からのヒアリング 

          ・日本総合研究所 山田調査部長 

          （「賃金デフレ脱却への処方箋－政労使協議の役割－」） 

          ・独立行政法人 労働政策研究・研修機構研究調査部 濱口統括研究員 

（「EU における賃金に関する政労使協議をめぐる状況」） 

 

 

第２回 平成２５年１０月４日（金）１７：００～ 

議題：（1） 委員のプレゼンテーション 

          ・樋口委員（正規・非正規雇用をめぐる課題等） 

          ・照山委員（マクロ経済からみた雇用や賃金等） 

・脇田委員（「賃上げはなぜ必要か－日本経済の好循環に向けて－」） 

(2) 割増賃金の状況等について 

(3) その他 

 

 

第３回 平成２５年１０月２９日（火）１０：００～ 

議題：（1） 賃金上昇の日本経済への影響について 

          ・高橋委員（賃上げの必要性と有効な政策について） 

          ・慶應義塾大学経済学部 土居教授 

（「法人税の帰着について」、論文「法人税の帰着に関する動学的分析 

－より簡素なモデルによる分析－」） 

・一橋大学国際・公共政策大学院 國枝准教授（「法人税減税と賃金」） 

(2) その他 

 

 

第４回 平成２５年１１月１３日（水）１０：３０～ 

議題：（1） 中間報告（案）について 

（2） 外部有識者からのヒアリング 

          ・学習院大学経済学部 宮川教授 

（「人的資本、イノベーション、そして経済成長」） 

 

 



経済の好循環実現検討専門チーム 名簿 

 

 

高橋 進   日本総合研究所理事長 

 

照山 博司  京都大学経済研究所教授 

 

樋口 美雄  慶應義塾大学商学部教授 

 

座長  吉川 洋    東京大学大学院経済学研究科教授 

 

脇田 成   首都大学東京大学院社会科学研究科教授 

 

（５名） 

（五十音順、敬称略） 
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